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１．コンサルタント等契約におけるプロポーザル作成ガイドラインのポイント

内容項目
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント

報酬に含まれる費用（7ページ）







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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント
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
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント
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
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント

内容項目


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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント

（最終払い）







支払条件証拠書類金額項目
４）最終支払
①報酬

②復路分にかかる旅費（航空賃）

③住居費

④教育費
⑤戦争特約保険料（必要な場合）
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント




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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント
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
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント
安全対策（31～33ページ）
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２．現地滞在型 経理処理・契約管理ガイドラインのポイント
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３．様式について（３か月報告書）

実際の様式で説明します。
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３．様式について（打合簿）

打合簿の種類と契約変更事例内容（事例）項目番号

（2者：契約担当課長）事例１帯同家族の渡航時期を変更する。帯同家族の渡航
時期の変更1

（2者：契約担当課長）事例２帯同家族の学校が決まり、教育費を以下のとおり確定する。教育費の確定2

（2者：契約担当課長）事例３同伴家族の学校の変更（転校／進級／進学）に伴う教育費の月額を変
更する。

学校の変更（転
校）3

打合簿（3者）
契約変更

事例４①契約変更を伴う大幅な契約内容・業務・作業項目の追加/減少する。
②履行期間の変更を行う。

大幅な業務内容
の変更または履
行期間の変更

4

（2者：監督職員）事例５契約変更を伴わずに業務内容を変更する。
契約・業務内容
の変更（大幅な
変更を除く）

5

（2者：契約担当課長）事例６帯同家族の帰国時期を変更（早期帰国）する。帯同家族の早期
帰国6

（2者：契約担当課長）
契約変更

事例７子の出産に伴う帯同家族に追加する。出産による帯同
家族の増7

（2者：契約担当課長）
契約変更

事例８結婚（離婚）に伴う帯同家族に追加（削除）する。
結婚（離婚）に
よる帯同家族の
増（減）

8

（2者：契約担当課長）事例９フライトの都合により帰国日（本邦到着日）を変更する。帰国日の変更9

打合簿（3者）
契約変更

事例10やむを得ない場合の契約の一時中止を合意する。契約の一時中止10
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４．契約書・約款等について
内容項目

7

1



)

2
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５．他選定方法の変更点

（１）業務実施契約（単独型）
・これまで個人コンサルタントに求めていた国籍要件（日本国籍を有すること）、日本国内の居住
等に係る資格要件は廃止
・同様に、個人コンサルタントに対する事前の競争参加資格の確認は廃止
→住民票の写し、納税証明書の提出も不要

・法人として、専任の技術者ではない個人コンサルタントの提案可としていた点を削除。
→法人として専任の技術者を提案いただくか、そうでなければ個人として参加いただくかのいず

れかで対応

（２）業務実施契約
・「業務調整」のみの業務従事者の扱い：業務実施契約においては、必要がある場合は他技術
分野との兼務であれば配置を認める旨を明記。一般業務費での配置は今後は不可とします。



予定時期
・現地滞在型ガイドライン及び様式の説明(本日）8月中旬
・関連ガイドライン、様式（契約書、約款のひな形含む）のウェブサイト掲載
〇関連ガイドライン
https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/guideline/consultant/resident.html
〇様式（契約書、約款のひな形含む）
https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/form/consul_gr/index_since_202509.html

8月下旬

制度導入（9月3日公示分から開始予定）9月

22

今後の予定／ご質問に関しまして

※ 本日説明させていただきました業務実施契約（現地滞在型）に関するご質問はこちらからご連絡くださ
い。いただきました質問につきましては、項目、内容等を取りまとめて質問回答としてウェブサイトに掲載さ
せていただく予定です。
【機構外 質問受付窓口】業務実施契約（現地滞在型）に関して


